協議会に関する法的考察 公私協働、行政計画の視点から (1) by 洞澤 秀雄





























































































































































下，「難病法」とする）32 条 1 項の難病対策地域協議会，内水面漁業の振興に




推進に関する法律（以下，「女性活躍推進法」とする）23 条 1 項の協議会，消費
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下，「跡地利用特措法」とする）30 条 1 項の駐留軍用地跡地利用推進協議会，自
動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質の特定地域における総量の削
減等に関する特別措置法（以下，「自動車 NOx・PM 法」とする）10 条の協議会な
ど，公私間の（3）（b）として，消費者教育の推進に関する法律（以下，「消費者





に関する法律（以下，「大規模災害復興法」とする）11 条 1 項の復興協議会，都




促進に関する法律（以下，「農山漁村再生可能エネルギー法」とする）6 条 1 項の協
議会，地域公共交通の活性化及び再生に関する法律（以下，「地域公共交通活性






11 条 1 項，34 条 1 項の国と地方の協議会，東日本大震災復興特別区域法
（以下，「復興特区法」とする）12 条 1 項の国と地方の協議会がそれである。
なお，こうした様々な協議会について，港湾法は 4種類の協議会を定めて
いる22）。行政間の協議会として（2）（a）に当たる港湾広域防災協議会（同法 50
条の 4 第 1 項），（2）（c）に当たる港湾管理者の協議会（同法 50 条の 3 第 1 項），公
私間の協議会として（3）（a）に当たる国際戦略港湾運営効率化協議会（同法 50
条の 5 第 1 項），（3）（c）に当たる特定貨物輸入拠点港湾利用推進協議会（同法





















































































る）7 条 1 項が，「市町村は，空家等対策計画の作成及び変更並びに実施に関
する協議を行うための協議会……を組織することができる。」とする（同条 2
項が構成員について定める）。②の例として，琵琶湖の保全及び再生に関する法




































場合には， 設置・組織をしなくとも可能であり， また， 分権の観点から設置・
組織の義務付けには慎重であるためであろう。しかし，地方自治体に対して
設置・組織を義務付ける法律もある。武力攻撃事態等における国民の保護の
ための措置に関する法律 （以下， 「国民保護法」 とする） 37 条 1 項・39 条 1 項は， 
都道府県と市町村の両方で協議会を置くものとしている40）。また， 警戒地域
の指定があったときに区域内の都道府県及び市町村に協議会の組織を求める































れば，法律の定めがあれば十分であり（地方自治法 202 条の 3 第 1 項），条例の
定めが必要なわけではないので，条例による一層の民主的正統性を求めてい
るといえよう。なお，地方議会の関与という意味では，地方自治法 252 条の


































































による構成員の義務付けと見ることができる。国民保護法 18 条 4 項，40 条





















































































員とする （同法 19 条 2・3 項，42 条 2・3 項） のに対して，国と地方の協議会にお











のとする。」（大阪湾臨海地域開発整備法 10 条 4 項），「協議会は，必要があると認
めるときは，関係市町村及び事業者に対し，資料の提供，意見の開陳，説明
その他の必要な協力を求めることができる。」（大深度地下の公共的使用に関する







ない。例えば，消費者教育推進法 20 条 1 項における消費者教育推進地域協
議会は，消費者，消費者団体，事業者，事業者団体，教育関係者，消費生活
センターその他の当該都道府県又は市町村の関係機関等をもって構成され









また， NPO 法人を構成員とする例としては， 観光圏の整備による観光旅客
の来訪及び滞在の促進に関する法律（以下，「観光圏整備法」とする）5 条 2 項，





























































地方公共団体，事業実施（見込）者を挙げ（同法 13 条 2 項），追加構成員とし
て計画及びその実施に密接な関係を有する者，その他特定地方公共団体が必





































































































































































機関からなる自然再生協議会」を組織するものとし（同法 8 条 1 項），協議会
が自然再生全体構想を作成するとしている（同条 2 項，3 項）。同構想は，実施
者が作成する自然再生事業実施計画の上位計画として，同実施計画が整合性
をとることを求めている（同法 9 条 4 項）103）。第 2 に，都市再生特別措置法に
おいては，国の行政機関の長及び自治体の長などが主要構成員とされ，事業
者などが追加構成員となりうる都市再生緊急整備協議会が，整備計画（19 条





























めるものもある。例えば，タクシー適正化・活性化法 14 条の 4 第 2 項は，
タクシー事業の許可申請における営業区域が準特定地域の全部又は一部を含
むものであるときは，許可をしようとする場合に協議会の意見を聴かなけれ




るもの（総合特別区域法 8条 5項，31 条 5 項），自治体から新たな規制の特例措置
等の提案がなされた場合に国と地方の協議会における協議を求めたりするも






































































































































合意により認可を届出で代えることを認めているが，同法施行規則 9 条の 2








































































頁，碓井光明「行政法における協議手続」明治大学法科大学院論集 10 号（2012 年）
194–199 頁， 碓井光明『都市行政法精義 I』 （信山社， 2013 年） 59–61 頁， 同『都市行
政法精義Ⅱ』 （信山社， 2014 年） 440–450 頁，517–518 頁，安本典夫『都市法概説 〔第
3 版〕』（法律文化社，2017 年）333–340 頁，大橋洋一「道路建設と史跡保護―協







法〔第 4版〕』（日本評論社，2001 年）378 頁〔木佐茂男執筆〕。
 2）　芝池義一『行政法読本〔第 4版〕』（有斐閣，2016 年）43 頁。なお，塩野宏『行政
法 III〔第 4版〕』（有斐閣，2012 年）87–89 頁では，審議会と機能を同じくする会議
体として扱われている。
 3）　大橋洋一『行政法 I〔第 3版〕』（有斐閣，2016 年）383 頁。
 4）　宇賀克也『行政法概説 III〔第 4版〕』（有斐閣，2015 年）73 頁。































10）　例えば，碓井・前掲論文注 1），田尾亮介「協議に関する手続」法律時報 87 巻 1
号（2015 年）30–38 頁。




則 9 条の 2 に基づく地域公共交通会議など。特に，地域公共交通会議は，地域公共
交通活性化・再生法 6 条 1 項に基づく協議会などと兼務することも想定されている
ため，協議会に位置付けることができる。参照，国土交通省『地域公共交通網形成
計画及び地域公共交通再編実施計画作成のための手引き〔第 3 版〕』（2016 年）35
頁。

















項，環境教育等促進法 24 条の 2第 1項，自然再生推進法 17 条 1 項など。




18）　松本英昭『新版 逐条地方自治法〔第 9 次改訂版〕』（学陽書房，2017 年）1282–
1283 頁，村上順ほか編『新基本法コンメンタール 地方自治法』（日本評論社，2011
年）439 頁〔田村達久執筆〕。地方自治法の協議会の沿革については，村上順『逐条
研究地方自治法 V』（敬文堂，2000 年）145–155 頁。
19）　参照，塩野・前掲書注 2）88 頁。
20）　大久保，碓井による分類はいずれも計画の実施に目を向けている。
21）　空家対策特別措置法 7 条 1 項における協議会は，市町村の附属機関のように見え
る。そうであれば，（1）（c）に該当する。
22）　参照，多賀谷一照『詳解 逐条解説港湾法〔改訂版〕』（第一法規，2015 年）。
23）　「中心市街地の活性化を図るための基本的な方針」（平成 18 年 9 月 8 日閣議決定，
平成 28 年 4 月 1 日最終変更）26 頁，国土交通省「都市計画運用指針〔第 8 版〕」
（2015 年）43 頁，国土交通省・前掲書注 12）35 頁。実際に，四日市市都市総合交通
戦略協議会は，地域公共交通活性化・再生法 6 条 1 項の法定協議会，道路運送法施





27）　公私間の連絡調整として，教育機会確保法 15 条 1 項，消費者安全法 11 条の 4 第
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1 項，発達障害者支援法 19 条の 2 第 2 項など。行政機関相互間の連絡調整として，
駐留軍関係離職者等臨時措置法 4条，9条，地方青少年問題協議会法 2条 1項。
28）　女性活躍推進法 23 条 1 項。同様に，障害を理由とする差別の解消の推進に関する
法律（以下，「障害者差別解消法」とする）18 条 1 項，2項，子ども・若者育成支援
推進法 19 条 1 項など。
29）　難病法 32 条 2 項。同様に，高年齢者等の雇用の安定等に関する法律（以下，「高
年齢者雇用安定法」とする）35 条 1 項，風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関
する法律（以下，「風営法」とする）38 条の 4第 1項など。
30）　難病法 32 条 1 項。同様に，障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するた
めの法律（以下，「障害者総合支援法」とする）89 条の 3 第 1 項，活動火山対策特
別措置法 4条 1項など。
31）　空家対策特別措置法 7 条 1 項。同様の例は多いが，さしあたり，地域自然資産法
5条 1項，大規模災害復興法 11 条 1 項，都市低炭素化促進法 8条 1項など。






る例として，札幌地判平 28・3・29 判例自治 418 号 74 頁。参照，大阪地判平 27・2・26









合調査評価委員会（同法 24 条），主務大臣等が組織する促進協議会（同法 7 条）を
規定し，前者は環境法設置法 7条に明示されているが，後者は明示されていない。
38）　アレルギー疾患対策基本法 21 条，過労死等防止対策推進法 12 条，鉱山保安法 51
条などでは，国家行政組織法 8 条の審議会等として設置される。駐留軍関係離職者
等臨時措置法 3 条の協議会は，国家行政組織法 8 条の 3 の特別の機関として設置さ
れている（厚生労働省設置法附則 4）。
39）　福島復興再生特別措置法 95 条 1 項，大深度地下使用法 7条 1項，国土形成計画法
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10 条 1 項など。
40）　その他，首都直下地震対策特別措置法 15 条 1 項，感染症法 24 条 1 項など。
41）　その他，自動車 NOx・PM 法 10 条 1 項，大都市地域における宅地開発及び鉄道整
備の一体的推進に関する特別措置法（以下，「一体化法」とする）7条 1項など。
42）　難病法 32 条 1 項，消費者教育推進法 20 条 1 項，子ども・若者育成支援推進法 19
条 1 項など。
43）　地方自治法 252 条の 2の 2第 4項，港湾法 50 条の 3第 1項。いずれも行政間の協
議会である。
44）　その他，要請と応じる義務を規定するものとして，首都直下地震対策特別措置法
31 条 5 項，6 項，総合特別区域法 19 条 5 項，6 項，42 条 5 項，6 項など，要請のみ
を規定するものとして，内水面漁業振興法 35 条 1 項，エコツーリズム推進法 5 条 6
項，中心市街地活性化法 15 条 2 項。
　　 市町村の合併の特例に関する法律（以下，「合併特例法」とする）4 条，5 条にお
ける直接請求としての設置の請求も，私人からの設置の請求として位置付けられよ
う。
45）　復興特区法 12 条 2 項，3項，総合特別区域法 11 条 2 項，3項。
46）　原発避難者特例法 12 条 1 項，改正自転車法 8 条 1 項，交通安全対策基本法 21 条
1 項など。
47）　同様に，行政間の協議会の組織において規約を求めるものとして，石災法 30 条 1
項，中部圏開発整備法 8条 1項など。




本方針」（平成 21 年国土交通省告示第 1036 号）」6–7 頁，20 頁。また，四日市市都
市総合交通戦略協議会では，構成員となる事業者の求めもあり規約が定められたと， 
担当者から伺った。
50）　大規模災害復興法 11 条 7 項，総合特別区域法 19 条 7 項，42 条 7 項，中心市街地
活性化法 15 条 3 項など。
51）　子ども・若者育成支援推進法 19 条 2 項，児童福祉法 25 条の 2 第 3 項，地方自治
法 252 条の 2の 2 第 2 項。
52）　エコツーリズム推進法 11 条，合併特例法 6条 5項。









る）10 条 5 項，高齢者，障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（以下，「バ
リアフリー法」とする）25 条 8 項，9項，中心市街地活性化法 9条 6項など。
56）　大規模災害復興法 12 条 3 項，13 条 2 項，6 項，8 項，16 条 4 項，17 条 4 項，18
条 4 項，9 項，19 条 2 項，20 条 3 項，復興特区法 48 条 3 項，49 条 2 項，6 項，8
項，52 条 4 項，53 条 5 項，54 条 4 項，9項，55 条 2 項，56 条 3 項。
57）　法律に明記された者が構成員となることは必ずしも必須というわけではない。例
えば，住宅セーフティネット法制研究会編『平成 29 年改正 住宅セーフティネット
法の解説 Q & A』（ぎょうせい，2017 年）69 頁。
58）　その他，海岸法 23 条の 2第 1項，2項，下水道法 31 条の 4第 1項，2項など。
59）　参照，都市再生特別措置法研究会編『都市再生特別措置法の解説 Q & A』（ぎょう
せい，2002 年）59 頁。
60）　大規模災害復興法 11 条 4 項，復興特区法 24 条 1 項，47 条 4 項。
61）　社会福祉協議会は，少なくとも社会福祉法上は，民間事業者などの私的主体が中
心となることが想定されている。その構成員について，社会福祉事業又は更生保護
事業を経営する者が過半数となるようにとし（同法 109 条 1 項，110 条 1 項），ま
た，行政庁の職員が役員になるにしても役員総数の 5 分の 1 を超えてはならないと





63）　バリアフリー法 26 条 2 項 2 号，都市鉄道等利便増進法 13 条 2 項，地域公共交通
活性化・再生法 6条 2項 2号など。
64）　首都直下地震対策特別措置法 15 条 2 項，3項，総合特別区域法 19 条 2 項，3項，
42 条 2 項，3項，企業立地促進法 7条 1項，2項，地域再生法 12 条 2 項，3項。
65）　その他，南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法 9 条 2
項，地域における多様な需要に応じた公的賃貸住宅等の整備等に関する特別措置法
5条 1項など。
　　 都市再生特別措置法 19 条 2 項の民間事業者の追加構成員としては，「既存の建築
物の所有者やテナント，鉄道事業者，エネルギー供給事業者，情報通信事業者，医
療機関等の滞在者等の安全の確保に必要な関係者」が想定されている。「都市再生基
本方針」（平成 14 年 7 月 19 日閣議決定，平成 28 年 8 月 24 日最終変更）21 頁。
66）　教育機会確保法 15 条 2 項 3 号，環境教育等促進法 8条の 2第 3号，4号。
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67）　自然再生推進法 8条 1項，温対法 22 条 2 項 2 号，動物愛護法 39 条。
68）　発達障害者支援法 19 条の 2 第 1 項，高年齢者雇用安定法 35 条 1 項，児童福祉法
25 条の 2第 2項。
69）　地域自然資産法 5 条 2 項 3 号，空家対策特別措置法 7 条 2 項，障害者差別解消法




に関する法律（以下，「生物多様性地域連携促進法」とする）5 条 2 項 2 号，海岸漂
着物処理推進法 15 条 1 項など。
72）　風営法 38 条の 4第 2項。
73）　観光圏整備法 5条 2項 4号。
74）　次世代育成支援対策推進法 21 条 1 項，環境教育等促進法 8条の 2第 4号。
75）　難病法 32 条 2 項，バリアフリー法 26 条 2 項，障害者総合支援法 89 条の 3 第 1
項，発達障害者支援法 19 条の 2第 1項。
76）　アレルギー疾患対策基本法 22 条 1 項，過労死等防止対策推進法 13 条 2 項，肝炎
対策基本法 20 条 2 項，がん対策基本法 25 条 2 項。
77）　原発避難者特例法 12 条 2 項では，特定住所移転者が構成員となる。
78）　地方自治法 202 条の 5第 3項，合併特例法 36 条 1 項，首都直下地震対策特別措置
法 15 条 4 項，31 条 4 項，地域再生法 12 条 4 項，総合特別区域法 19 条 4 項，42 条
4 項。
79）　例えば，首都直下地震対策特別措置法 15 条 5 項，6 項，31 条 8 項，9 項，総合特
別区域法 19 条 8 項，9項，42 条 8 項，9項，中心市街地活性化法 15 条 4 項，5項な
ど。応じる義務を規定しないものとして，都市鉄道等利便増進法 13 条 7 項，企業立
地促進法 7条 4項，エコツーリズム推進法 5条 7項。
80）　都市再生特別措置法 117 条 3 項，4 項は市町村都市再生協議会においても同様の
規定を置く。








83）　アレルギー疾患対策基本法 11 条 3 項，過労死等防止対策推進法 7条 3項，がん対
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策基本法 10 条 4 項など。
84）　基準の策定において協議会の意見を聴くとする例（消防法 35 条の 5第 4項，感染
症法 85 条 3 項，85 条の 2 第 3 項など），個別の行政処分等を行う前に協議会の意見
を聴くとする例（健康保険法 67 条，71 条 3 項，感染症法 20 条 5 項，37 条の 2 第 3
項など）もあるが，いずれも審議会においても見られる諮問機関としての機能であ
る。
85）　その他，消費者教育推進法 10 条 3 項，自動車 NOx・PM 法 7 条 3 項，活動火山対
策特別措置法 5条 2項など。
86）　地域自然資産法 4 条 9 項。同様に，農山漁村再生可能エネルギー法 5 条 8 項，地
域公共交通活性化・再生法 5条 7項など。
87）　大規模災害復興法 12 条 2 項。その他，同法 13 条 1 項，5 項，7 項，16 条 4 項，
17 条 3 項，18 条 3 項，9 項，19 条 2 項，20 条 2 項，復興特区法 48 条 2 項，49 条 1





法における復興整備計画制度をめぐって―」大阪学院大学法学研究 40 巻 1・2 号
（2014 年）36–45 頁。
88）　その他，復興特区法 24 条 2 項，大規模災害復興法 11 条 4 項。
89）　同様に，生物多様性地域連携促進法 5 条 1 項，観光圏整備法 5 条 1 項，バリアフ
リー法 26 条 1 項など。なお，「協定」の締結・作成に関する協議，実施に係る連絡
調整を行うための協議会という例もある。環境教育等促進法 21 条の 4第 1項。
90）　水道原水水質保全事業の実施の促進に関する法律 9 条 1 項，大阪湾臨海地域開発
整備法 10 条 1 項，一体化法 7条 1項など。
91）　有明海・八代海再生特別措置法 7条 1項。
92）　そのほかに計画の実施に係る規定として，計画に係る協議会からの事業提案とし
て地域雇用開発促進法 10 条 1 項，協議会の構成員の行う事業を計画に記載する努力
義務として高年齢者雇用安定法 34 条 3 項がある。
93）　景観法，津波防災地域づくり法，高年齢者雇用安定法など。
94）　地域における歴史的風致の維持及び向上に関する法律 5 条 6 項，医療法 30 条の 4
第 14 項。
95）　大規模災害復興法 12 条 3 項 1 号，2 号，7 号，13 条 8 項 7 号，18 条 5 項 1 号，2




97）　大規模災害復興法 12 条 2 項，13 条 1 項，16 条 4 項，17 条 3 項，18 条 3 項，9
項，19 条 2 項，20 条 2 項，復興特区法 11 条 7 項，24 条 1 項，48 条 2 項，49 条 1
項，52 条 4 項，53 条 4 項，54 条 3 項，9項，55 条 2 項，56 条 2 項。
98）　障害者総合支援法 88 条 8 項，89 条 6 項，地域雇用開発促進法 6条 4項。
99）　空家対策特別措置法，都市低炭素化促進法，港湾法など。
100）　災害対策基本法 43 条 1 項，44 条 1 項，合併特例法 3 条 1 項。参照，石災法 31 条
1 項。
101）　エコツーリズム推進法 6 条，タクシー適正化・活性化法 8 条の 2 第 1 項，都市鉄
道等利便増進法 14 条。
102）　土地区画整理法 4 条，14 条，51 条の 2 など。中心市街地活性化法 42 条 1 項も参
照。
103）　自然再生事業実施計画の持つ法的効果について，自然再生推進法 12 条，15 条。
104）　その他，都市再生特別措置法 19 条の 13 第 4 項，都市鉄道等利便増進法 14 条 9
項。
105）　例えば，都市再生特別措置法においても，様々な協定の締結において，土地所有
者等の全員の合意が要件とされている（同法 45 条の 2 第 1 項，同条の 13 第 1 項，
同条の 14 第 1 項，同条の 15 第 2 項，同条の 21 第 1 項，73 条 1 項，80 条の 2 第 2
項，111 条 2 項）。
106）　土地区画整理法 8条 1項，18 条，51 条の 6など。
107）　原発避難者特例法 12 条 5 項。同様に，改正自転車法 8条 2項，水防法 8条 2項，
34 条 2 項。
108）　原発避難者特例法 12 条 6 項。その他，合併特例法 38 条 3 項。また，意見を尊重
することを規定するものとして，船員保険法 121 条 3 項，4 項，地方教育行政の組




法施行規則 51 条の 8第 3項）という例があり，これも利害調整の場ゆえの措置であ
ろう。また，中心市街地活性化法は，事業者による計画について大臣の認定を受け
るための申請において，中心市街地活性化協議会における協議を求める（同法 42 条
1 項，48 条 1 項，50 条 1 項）。同協議会は民間中心の協議会であり事業者間の利害
調整が期待されている。
110）　合併特例法 31 条 1 項における合併特例区協議会は，議会に類するものとして制度
化されているため，他の協議会に比べてより強い権限（同意権など）が付与されて
いる。 地方自治法 202 条の 7の地域協議会も同様である。
111）　障害者差別解消法 18 条 3 項，福島復興再生特別措置法 44 条 2 項，95 条 5 項，消
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防法 35 条の 8第 3項など。
112）　松本・前掲書注 18）1285 頁。
113）　復興特区法 12 条 6 項，7 項，47 条 6 項，都市再生特別措置法 117 条 5 項，6 項，
跡地利用特措法 30 条 2 項，3 項など。都市再生特別措置法 117 条 6 項において，協
力を依頼することができるその他の者の例として，法令解説では地元商工会議所や
NPO 等が挙げられている。都市再生特別措置法研究会・前掲書注 59）60 頁。
114）　田宮庸裕「法令解説 地域が一体となった地域公共交通の活性化・再生の推進―
地域公共交通の活性化及び再生に関する法律」時の法令 1795 号（2007 年）43–44
頁。
115）　その他，観光圏整備法 5 条 3 項，4 項，都市鉄道等利便増進法 13 条 3 項，4 項，
港湾法 50 条の 7 第 3 項，4 項など。なお，中心市街地活性化法 15 条 6 項は，協議
会が参加を要請できるとするが，義務を課してはいない。
116）　同項は，供給輸送力の削減だけでなく，活性化措置の実施における協力要請をも
定めている。また，準特定地域における協力要請については，同法 10 条 2 項を参
照。
117）　その他，都市再生特別措置法 72 条 1 項，広域的地域活性化のための基盤整備に関
する法律 18 条 1 項。なお，都市再生特別措置法 19 条 10 項は，協議会が他の地域の
協議会に対して協議を行うよう求めることができるとの規定を置く。
118）　都市再生特別措置法研究会・前掲書注 59）61 頁。
119）　農山漁村再生可能エネルギー法 6 条 3 項，首都直下地震対策特別措置法 15 条７
項，31 条 10 項，景観法 15 条 3 項など。
120）　有明海・八代海再生特別措置法 7条 3項，跡地利用特措法 30 条 4 項，幹線道路の
沿道の整備に関する法律 8条 2項など。




122）　例えば，総合教育会議について，地方教育行政法 1条の 4第 6項。
123）　環境教育等促進法 8条の 2第 4項。
124）　エコツーリズム推進法 5条 9項。なお，自然再生推進法 8条 5項は，「自然再生の
推進」の努力義務を規定している。
125）　都市再生特別措置法 19 条の 3，同条の 4 も，同様の事業実施義務が事業者に課さ
れるが，実施主体が行政主体である場合には，行政への義務となる。
126）　道路運送法令研究会『Q & A 改正道路運送法の解説』（ぎょうせい，2006 年）33
頁。




は法律上は異なるが，道路法施行規則 9 条 2 項により，合意の対象者となる者を構
成員に含む協議会のみが適用対象となるとしている。
129）　道路運送法令研究会・前掲書注 126）5 頁。
130）　その他，女性活躍推進法 24 条，障害者差別解消法 19 条，産業競争力強化法 129





有」論究ジュリスト 22 号（2017 年）93 頁以下。
131）　技能実習法 54 条 5 項，56 条 5 項，女性活躍推進法 25 条，消費者安全法 11 条の 6
など。
132）　国設置における政令委任の例として，アレルギー疾患対策基本法 22 条 3 項，過労
死等防止対策推進法 13 条 4 項など。行政間の協議会における政令委任の例として，
石災法 30 条 2 項，災害対策基本法 20 条など。
133）　その他，国民保護法 38 条 8 項，40 条 8 項，感染症法 24 条 6 項，交通安全対策基
本法 21 条 2 項など。また，道路交通法 108 条の 30 第 2・4 項，警察法 53 条の 2 第
4 項は，公安委員会規則で，地方教育行政法 47 条の 5 第 8 項は，教育委員会規則で
定めるとする。
134）　企業立地促進法 7 条 6 項，中心市街地活性化法 15 条 11 項，合併特例法 39 条な
ど。
135）　例えば，総合特別区域法 11 条 9 項，34 条 9 項は「内閣府において処理する。」，










































































※地方自治法 252 条の 2 の 2 の協議会は，事務の共同管理・執行，連絡調整，計
画の共同作成と，幅広く機能するため上記に分類していない。
（3）　公私間で組織される協議会
（a）　連絡調整・連携（12 本）
外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律（事業者協議
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会），義務教育の段階における普通教育に相当する教育の機会の確保等に関する法
律，関西国際空港及び大阪国際空港の一体的かつ効率的な設置及び管理に関する
法律，次世代育成支援対策推進法，地球温暖化対策の推進に関する法律（地球温暖
化対策地域協議会），水道原水水質保全事業の実施の促進に関する法律，大都市地域
における宅地開発及び鉄道整備の一体的推進に関する特別措置法，動物の愛護及
び管理に関する法律，空港法，社会福祉法（市町村社会福祉協議会，都道府県社会福
祉協議会），港湾法（国際戦略港湾運営効率化協議会），児童福祉法
（b）　諮問等における意見・協議（3本，施行規則 1本）
消費者教育の推進に関する法律，住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の
促進に関する法律，海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律
道路運送法施行規則（運営協議会）
（c）　計画の作成・実施における協議（28 本）
地域自然資産区域における自然環境の保全及び持続可能な利用の推進に関する
法律，農林漁業の健全な発展と調和のとれた再生可能エネルギー電気の発電の促
進に関する法律，首都直下地震対策特別措置法（首都中枢機能維持基盤整備等協議
会，地震防災対策推進協議会），都市の低炭素化の促進に関する法律，総合特別区域
法（国際戦略総合特別区域協議会），東日本大震災復興特別区域法（復興推進協議
会），津波防災地域づくりに関する法律，地域における多様な主体の連携による生
物の多様性の保全のための活動の促進等に関する法律，特定地域及び準特定地域
における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性化に関する特別措置法，
美しく豊かな自然を保護するための海岸における良好な景観及び環境の保全に係
る海岸漂着物等の処理等の推進に関する法律，観光圏の整備による観光旅客の来
訪及び滞在の促進に関する法律，地域における歴史的風致の維持及び向上に関す
る法律，地域公共交通の活性化及び再生に関する法律，企業立地の促進等による
地域における産業集積の形成及び活性化に関する法律，エコツーリズム推進法，
高齢者，障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律，地域再生法，都市鉄道
等利便増進法，環境教育等による環境保全の取組の促進に関する法律，都市再生
特別措置法（市町村都市計画協議会），自然再生推進法，中心市街地の活性化に関す
る法律，地球温暖化対策の推進に関する法律（地方公共団体実行計画協議会），地域
雇用開発促進法，高年齢者等の雇用の安定等に関する法律，踏切道改良促進法，
港湾法（特定貨物輸入拠点港湾利用推進協議会），消防法
（4）　その他の協議会について定める法律
・行政活動の一端を担う委員の連絡調整の場としての協議会について定めるもの
（3本）
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　道路交通法，人権擁護委員法，民生委員法
・独立性のある行政主体の内部での協議会について定めるもの（3本）
産業競争力強化法，国立大学法人法，緑の募金による森林整備等の推進に関
する法律
・独立性のある行政主体について，協議会の根拠規定ではなく，「協議会の開催等
により」関係者の意見を聴くことなどを定めるもの（3本）
独立行政法人地域医療機能推進機構法，総合法律支援法，独立行政法人高
齢・障害・求職者雇用支援機構法
・事業者や保険者による協議会について定めるもの（3本）
高齢者の医療の確保に関する法律，石油コンビナート等災害防止法（石油コン
ビナート等特別防災区域協議会），船員保険法
※国会法における両院協議会は，立法作用を果たす際の内部組織であるため，除
外している。
〔付 記〕　本稿は，平成 29 年度科学研究費補助金（若手研究（B））（課題番号：
15K21483），同（挑戦的萌芽研究）（課題番号：16K13318），及び 2017 年度南
山大学パッヘ研究奨励金 I-A-2 を受けた研究成果の一部である。
